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研究要旨 

本研究では様々な災害が発生した際に人の行動を含めどのような対応や行動変容が

あったかについて、3 つのケーススタディを通じて、とくに、周囲の様々な地理空間情

報を用いて分析や最適化を行った。 

Ａ．研究目的  

本研究では感染症のパンデミックを含む

様々な健康危機・災害が発生した際に人の

行動を含めどのような対応や行動変容があ

ったかについて、3 つのケーススタディを通

じて、とくに、周囲の様々な地理空間情報を

用いて分析や最適化を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
１. 新型コロナウイルス感染症のクラスタ

ー発生個所予測に関わる人流とウェブ検索

データの統合 
 都市内の新型コロナウイルス感染症のク

ラスター発生個所を予測するために、従来

から使われている人流データ（＝人々の接

触密度）に加えて、ウェブ検索データを用い

た感染リスクのスコアを統合し活用する手

法を提案した。 

２. 携帯電話を用いた感染拡大リスク低減

のための新たな接触確認技術 CIRCLE 法の

提案 
 次に、携帯電話を用いて感染拡大リスク

を下げる新たな接触確認技術 CIRCLE 法

(Computation of Infection Risk via 
Confidential Locational Entries)を提案し、

「プライバシーに配慮しながら、地域住民

に感染のリスクを通知する」という課題に

ついて検討した。 
３．広域水害後の道路復旧作業の最適化に

おける人流を考慮した深層強化学習モデリ

ング 

2018 年の西日本豪雨の事例を用いて、広

域水害後の道路復旧作業の最適化において、

人流を考慮した深層強化学習モデリングの

開発を行った。 

 

（倫理面への配慮） 

手法開発および公開情報を用いたシミュレ

ーションであり、人を対象とした研究では

ないため該当しない。 

 

Ｃ．結果と考察 

１. 新型コロナウイルスのクラスター発生

個所予測に関わる人流とウェブ検索データ

の統合 
2020年にヤフージャパンが収集したデータ

を用いて、実際にクラスターが発生したと

新聞等で報告された品川、池袋などの都内

８か所を 1-2 週間前に予測できることがで

きた。今後さらに人々の行動に関する多種
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のデータを統合することによって、より高

精度な感染流行の予測ができる事が期待さ

れる。 
２．携帯電話を用いた感染拡大リスク低減

のための新たな接触確認技術 CIRCLE 法の

提案 
CIRCLE 法では、公衆衛生当局は、携帯

電話会社に対して、秘密保持契約を締結し

たうえで、匿名化した患者の行動履歴を提

供する。住民が感染を懸念した際は、そのリ

スクを携帯電話会社に問い合わせる。携帯

電話会社は、この利用者の携帯電話の位置

情報履歴と患者行動履歴とを用いて接触の

有無を計算し、結果のみを利用者に回答す

る。感染の可能性が高い場合は、保健所に問

い合わせを行い、診察や検査などの対応を

行うことになる。この方法では、公衆衛生当

局は、患者の行動履歴を一般公開する必要

がない。また、住民側は、自らの位置情報履

歴を不必要に行政に渡す必要がない。 
 この手法は、携帯電話を保有する住民そ

れぞれに対して、新型コロナウイルス感染

症にとどまらず、麻疹や結核といった、感染

力が強く特別な対応が求められる感染症に

罹患したリスクを、患者･利用者双方のプラ

イバシー情報を守りながら通知するための

仕組みである。この方法は、携帯電話会社が

保有する携帯電話の位置情報履歴と、保健

所が保有する陽性患者の行動履歴を用いる

もので、感染症対策において Bluetooth 法

と比較し、多くの利点を有している。一方、

この方式には、携帯電話の位置情報履歴が

粗い場合、実際に接触していない多くの住

民を感染リスクがあるものと過剰に判定し

てしまう課題がある。今回の研究では、特性

の異なる接触リスク計算を組み合わせるこ

とにより、計算に要するコストを抑制しな

がら、高精度な接触リスク計算が可能であ

ることを示した。 

 
３．広域洪水後の道路復旧作業の最適化に

おける人流を考慮した深層強化学習モデリ

ング 

 2018 年の西日本豪雨を対象に、実際の人

流・交通状況を考慮しつつ、約 10^52 のケー

スから約 3 時間で最適な道路復旧戦略を抽

出できるように行った。これにより道路管

理者は災害直後に、適切な時間で、より効率

的な道路復旧計画ができる事が期待される。 

 

Ｄ．結論 

 本研究では感染症のパンデミックを含む

様々な災害が発生した際に人の行動を含め

どのような対応や行動変容があったかにつ

いて、3 つのケーススタディを通じて、特に、

周囲の様々な地理空間情報を用いて分析や

最適化を行うことができた。 

 

Ｅ．健康危険情報 

 なし 
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